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１．財産権としての知的財産　
ビジネスは法制度を基礎に展開している。ビジネスの利益の実現は、法制度によってなされることになる。
もちろん、グローバルなビジネスにとっては、特定のビジネスが行われる地の法制度だけではなく、ビジネスが展開する多くの国の法制度 国際経済法の影響を受けることになる。法制度の在り方がビジネスの発展、引いて、経済の発展に大きな影響を与える。近代における経済 発展は著しいものであり、それは、近代におけるビジネスの展開と表裏一体をなしている。　
現代における経済発展始まりは産業革命にある。その産業革命以来の経済発展は、財産権の保護が重要な役
割を果たして る。イギリスにおける経済の発展に財産権の実質的な保護が寄与しているということは の顕著な例であ
る
（1
（
。法技術としての法制度は、ローマ時代から存在するけれども、国家から保証される権利として
の財産権確立は産業革命以降 近代国家の成立に伴うものである。絶対王政の元における財産権の不十分な保
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護がこれらの国の経済発展を遅らしたことも明らかになっている。そして、情報を財産権として保護する知的財産権制度も、財産権制度として位置付けられる
（2
（
。
　
ビジネスにとって、財産権の保護が極めて重要であることは自明とも言って良い。企業は、投資が財産権と
して保護されなければ 合理的な計算に基づき活動を行うことができない。発展途上国において経済発展が困難であることの理由の一つには、財産権をきちんと保護する実効的な法制度整備が行われていな ことがあげられる。補償なく収容が行われたりする ど、財産権の が実効的で いならば、企業が投資を行う動機削がれることになる。国際経済に関する条約において、投資 に関する規
定
（3
（
が重要となっているのも、投資
財産の保護が投資国の企業 ためばかりで なく、被投資国へ 投資を促進する意味をも有していること 表している。　
知的財産権制度は、情報を財産権として保護する制度であり、情報の価値の重要性とともに、重要性が増加
してきている。第２次世界大戦後の
1
9
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7年に締結された国際経済に関する基本規範である関税と貿易に関
する一般協定（
G
A
T
T）が物の貿易の自由化を中心的な課題とし、知的財産権の保護は非関税障壁にあたら
ないと規定しているのみである（
20条（
d） ）のに対し、
1
9
9
4年に締結された世界貿易機関（
W
T
O）を
設立するマラケシュ協定では、知的所有権の貿易的側面に関する協定（
T
R
I
P
S）が付属書として含まれて
いるのも、この間における情報の財産 価値の重要性の増大を端的に示している。　
不動産などの物理的存在を有する財産権は、緩やかに権利の形成が進み、財産権として保護すべきことが国
家の基本的価値となってい
る
（4
（
。例えば、国家が私人により所有される土地を収用すれば、補償が支払われるこ
とになっている
（5
（
。そのことから、その財産権としての評価も定まってきている。
　
これに対して、知的財産権は法技術としても、
16世紀頃からのものであり、財産権としての確立は
19世紀末
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以降のものである。そこで、財産権としての保護が未だ十分なものとなっているとは言えない。
20世紀末の
T
R
I
P
S協定で各国に知的財産権の保護を義務づけているのも、知的財産権の保護が
20世紀末では、財産権
としての保障が不十分であることを示している。
21世紀になった今でも、知的財産権を投資財産に含めること
を
T
P
P協定が規定している（
T
P
P協定第９章第
9.1条）ことが、現状を表している。
２．経済政策の一側面としての知的財産権制度　
20世紀末の情報の発展で、情報の役割が飛躍的に増大し、情報への投資が経済発展の鍵となってきた。情報
を財産権として保護する知的財産権制度の役割 重要性が認識され、知的財産権の制度整備は国 経済を左右するところとなっ いった。　
知的財産権の経済発展の基礎的制度として、制度的保障がなされるべきものであるが、知的財産権制度は形
成途上の制度であるために、法制度を制定する国家による政策的判断 入り、政策としての側面が現れることになる。急速に重要性を増していく情報の財産的保護に政策的介入が行われ、政策的立法が行われることになる。そこで、知的財産権に関する立法は各国における経済政策 側面としての性格を有す ことになる。　
知的財産権の政策的成功を示していると言われるのが、米国である。
1
9
8
0年代に経済発展に陰りが出て
きた米国が、
20世紀末の知的財産権に関する法制度整備により、知的財産権の保護を充実させた。その後、米
国では、先端技術の開発が順調に展開した。この技術開発 支えられた米国経済 堅実な成長が、知的財産制度の重要性を端的に示している。　
日本でも、
20世紀末の経済の行き詰まりに直面し、財政状況も厳しいところから従来の財政的措置による経
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済の刺激という政策の限界が明らかになった。そこで、
21世紀になって、制度改革による経済政策ということ
が考えられ、米国の成功に倣い、知的財産制度の改革が企画された。この改革により、知的財産基本法の制定など
21世紀のはじめになされ、知的財産法制度の革新が期待されたけれども、改革は実現することはなかっ
た。米国の連邦巡回区控訴裁判所（
C
A
F
C）に倣った知的財産高等裁判所が設置されたけれども、専属管轄
を有しない東京高等裁判所の支部という位置づけからか、
C
A
F
Cの設置後に米国で見られた特許権の保護の
伸長ということにも繋がらなかった。知的財産の改革
10年を経過した最近では、知的財産権の保護を充実
させるという当初の目的が曖昧化され、知的財産権 保護に消極的な雰囲気すら漂ってきている。３．知的財産制度の通商的側面　
経済の国際的な発展は知的財産制度の国際的な保護にも影響を与えてきている。情報を財産権として保護す
るので、情報の発展の遅れた国は、知的財産制度に対して消極的な態度を取ることになる。発展途上国時代の日本も、知的財産権の保護に消極的であったのは、その置 状況によってい のであり、現在でも、カナダなどの先進国が、自国 弱い産業分野における知 財産権の保護に消極 な態度をとっている。情報の発展に遅れた分野で 知的財産権 保護を不十分にしようとするところから、国家による摩擦が生じ ことになる。　
現在では、グローバル化の進展により、国際的な知的財産権の保護がますます重要なものとなっている。国
家間の利益の衝突も顕在化してきている。情報先進国である米国と中国 知的財産権の保護に関す はその象徴とも言える。日本のおかれている状況も米国の状況と同じようなものとなってきている。日本の円の
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価値を支えている国際収支においても、知的財産権、なかんずく、産業財産権の使用料の重要性が大きくなってきている。日本経済のこれからは、知的財産権による外国 らの収入が重要となることは明らかとなっている。　
日本の経済のためには、経済成長している新興国や発展途上国における知的財産権の保護を充実させ、その
収入を確保し いかなければならない。そのためには、国際交渉により知的財産権の保護の国際的な充実を重要させていかなければならない。マラケシュ協定の改正交渉でも、発展途上国などの反対により、知 財産権の保護の充実は停滞 てきている。さらに、ヨーロッパや発展途上国によって、生物多様性条約などの環境に関する条約などにおいて、知的財産権の侵食が図ら ている。　
そのような状況で、知的財産権の保護を強化する規定や投資保護規定を含む
T
P
P協定は意義のあるもので
あったが、日本はこ 条約の趣旨を踏まえた国内法の改正を行うことができなかった。例えば、
T
P
P協定に
規定されている損害賠償に関する規定（
T
P
P協定第
18章第
18.74
条）を履行するとする日本法の法改正は極
めて消極的なものである。
T
P
P協定には、法定賠償、追加賠償に関する規定があり、改正法の規定が法定賠
償を定めているとするのが政府の説明であ 日本で、条約 趣旨を踏まえた改正 大きな理由は日本の法制度の抱える特殊な硬直性というところにあるが、経済が著しく展開している状況からすれば、国際的な理解など得られ ものでは い 条約の水準を満たし ものであ とす ば、条約の保護水準の低減は避けられず、他の締約国に対して知的財産権 保護の充実を求めて くことは難しくなるし 今後の通商交渉で、知 財産権の保護に不熱心な日本という評価を外国から受けることになる。
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４．グローバル化時代の国家と企業　
グローバル化の進展は、国家とビジネスを行う企業との利益の相克という問題も生じてきている。各国の企
業は、本国への関わりにおいて、本国 政策に影響を与えてきた。本国が企業の意見に耳を傾けたのも、各国の企 の成長が各国の成長 大きく関わってきた。ところが、経済のグローバル化によって、企業の利益と国家の利益と 乖離 生じてきている。また、 企業の所有者（株主等）も国際化して、 企業の本国も不明確になってきている。　
知的財産権の保護の充実を巡っても、司法制度がグローバル化してきている現在、外国で訴訟をすることが
できる大企業と、外国で訴訟をすることの難し 中小企業や大学で、その利益が異なることになってきている。大企業にとっ は、国際的な ポートフォリオを考えていけば良いので、日本における知的財産権の保護には大きな関心を有しない。国内において市場占有率の大きい企業にとっては 知的財産権の行使により、さらなる市場占有率の上昇を招き政府の介入を受け おそれもあり、そのような場合には、さらに消極的な傾向も表れる。　
日本における特許制度の保護が不十分であることは明らかであり、特許庁でも、その是正に向けた取り組み
がなされてい しかしながら、現在、検討されている特許制度の改正でも 特許庁が提案した小幅の法改正の方向性についても、企業の抵抗があったとされてお
り
（6
（
、改正がどのような効果があるのか疑問なものとなる
ことが懸念されて る。国家の利益と企業の利益 相克が垣間見えている。そこ は、日 を市場とする企業にとっては、日本における充実した特許権の保護のもたらす利益に懐疑的な企業もあるらしいが、グローバル化した世界経済におい 、日本における知的財産権の保護を日本国の問題とし み考え こと 問題があ
シンポジウム／「知的財産政策とビジネス法務」
25
る。　
外国における知的財産権の保護は、各国における投資を保護するためにグローバル化した企業にとって重要
である。ただし、企業にとっては、投資対象国における知的財産権の保護が重要なのであって、投資対象国の選定の際に考慮すれば良いのである。投資対象国の保護水準の引き上げが日本国との交渉によってなされても、他の国によってなされるかが重要 はない。 保護協定によ 投資 の保護に関しても、日本との間に投資保護協定がない場合には、投資保護協定の存在する国を基点として投資をすることも考えられる。　
国家としての利益は、産業財産権の使用料の収入が国際収支に貢献することである。そこでは、日本国への
産業財産権の使用料の支払いが重要である。そこで、外国における産業財産権が充実していることが産業財産権の使用料の支払いを高めることになる。５．これからの政策　
日本国としては、外国における知的財産権の保護を充実させることにより、外国からの知的財産権の使用料
収入を増加させることが国家として 利益になる。外国 おける知的財産権 保護を求め ため は、二国間多国間の国際交渉をしなければならない。そ た には、 内におけ 知的財産権の保護が重要となる。自国よりも手厚い知的財産権の保護を交渉相手国に求めることは難しいからである。　
日本における知的財産権の保護は十分であるとは言えない。例えば、日本における特許権の保護の実効性は、
米国に比べて極めて低い。勝訴率も損害賠償額も、米国に到底及ばな 状況である。日本における知的財産権から得られる使用料も小さ これでは、発展途上国において知的財産権の保護を求める国際交渉をすること
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はできない。米国が国際交渉で得た成果の均てんを求めることしかできないことになる。　
現在の状況は、日本政府に、知的財産政策の転換することを求めているということができる。これまで、国
際的な保護に調和させることを中心としてなされてきた知的財産政策から日本国のための政策へと転換させていかなければならない。そこには、技術や経済の進展 速度に対応しない旧泰然たる法制度（例えば、損害賠償の算定を損害額に厳格に限定する根拠なき法的確信による知的財産権の侵害による利益 維持）の変革 、グローバル化 直視できない司法制度への変革を含む。この変革は難しいが、情報の重要性がますます大きくなり、財政状況の厳しい
21世紀において投資利益を保証するためには、他の選択肢は難しい。
　
知的財産権の保護により、日本の利益を求める政策が日本における大企業のビジネスに与える影響は大きい
ものでは い。日本における知的財産権の保護を基準として、発展途上国における知的財産権 保護が進めば、その国から得られる知的財産権の使用料収入が増大するこ になる。その反面、日本において、侵害訴訟を受ける確率が高くなるかもしれないが、日本における に関わらず、米国やドイツで訴訟を受ける可能性はあり、日本において訴訟をす という選択肢の拡大も考えれば、それほど大きな不利益ではない。中小企業や大学にとっては、訴訟による知的財産権の権利行 が容易に ることから 知的財産権から得られる利益が大きくなり、知的財産権の評価が高まり、中小企業の発展や産学連携には肯定的な要素となる とが期待される。　
今後、知的財産権が現代の経済において果たしうる機能を考慮し、産業界の主張とビジネスに与える現実的
な影響を配慮した、日本の経済発展につながる 策決 が期待される。
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例えば、環太平洋パートナーシップ（
T
P
P）協定第９章など
　
もちろん、土地の財産権を保障していない国はあるが、そのような国に対する投資は危険性を帯びることになり、投
資が損なわれることになる。　
例えば、
T
P
P協定第８章
　
第
9.8条は収用への補償を規定している。
　
産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会第
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